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年頭のごあいさつ

北信州森林組合

代表理事組合長 髙森 壽實夫 

新春を迎え謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

組合員の皆様には、ご健勝のうちに新年をお迎えのこととお慶び申し上げます。また、常日頃より

森林組合の事業推進に格段のご支援、ご協力を頂き厚く御礼申し上げます。

さて、昨年は、３月11日に東北地方を中心に甚大な被害が発生した東日本大震災、そして12日に栄

村を中心に発生した長野県北部地震により、当組合におきましても震災の影響が懸念されましたが、

皆様方のご協力により無事に乗り切ることができました。

そのような中で、国政では補助事業の見直しや、ＴＰＰ問題、材価の低迷等難題が多くありました

が、関係各位のご指導により、ある程度の見通しが出てきましたことに、御礼申し上げるしだいです。

新年度においては、80人を超える職員体制を順次整えるとともに、北信州の森林を緑豊かにするた

め、役職員一丸となって、組合事業の更なる展開に邁進してまいりたいと思っております。

しかしながら、森林・林業を取り巻く状況には、依然として厳しいものがあります。国において

は、森林・林業再生プランにより９年後には、国内木材需給率50％以上を目途とすることや、林業に

おける地球温暖化対策の推進、今後の森林組合の在り方等、新たな方向性が検討されているところで

すが、平成24年度の国、県の予算にどのように反映されてくるのか、不透明な部分も多く心配してい

るところです。

このような状況において、当組合では地域の森林からの恩恵を、より多くの組合員の皆様が受けら

れるよう、木材の生産コストの削減や、作業路等の路網の整備、森林施業の集団化等に一層の努力を

してまいります。そして、組合員の皆様から安心して山を任せていただけるように頑張って参りたい

と思っております。

また、野沢温泉村にあります物産センター「ねんりん」の運営につきましては、昨年には同村のご

支援によりまして、トイレと直売所を配置した建物を新設していただきました。今後は、この建物の

有効活用を図りながら、経営の向上に資して参りたいと思っています。

いずれにいたしましても、新年度も森林整備のための集約化や集団化には、予算が盛り込まれる計

画ですので、森林境界の明確化や集団施業の基となる長期施業委託契約を更に推進して参ります。

そして、地域の森林整備を適切に進め、地域の発展に貢献していく所存です。

組合員の皆様方におかれましては、一層のご支援、ご協力をいただきますようお願い申し上げます

とともに、年頭にあたってのご挨拶とさせていただきます。
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公益信託 農林中金80周年森林再生基金

『FRONT80』助成対象事業
取組み中です！

概　要

●農林中金では、国内の荒廃した民有林の再生により、地球温暖化防止などの森林の多面的機能
が持続的に発揮されることを目的として、平成17年３月創立80周年を機に10億円規模の「公益
信託　農林中金80周年森林再生基金」（FRONT80）を設定し森林の再生と保護（保全）を通じた
社会貢献事業の取組みを行っています。

　　　
●この取組みは、民有林を再生する事業・活動に対し１年当たり１億円程度の助成を行うもので、

信託財産10億円を設定し10年にわたって実施するものです。 

●これまでの５か年で22事業体に総額４億2100万円の助成が行われました。

●６年度目となる今回は、森林組合・同連合会19件、NPO法人等５件、合計24件の応募がありま
した。

　その中から、公益性、創造性等の観点から審査をした結果、北信州森林組合を含めて６事業、合
計１億1600万円の助成が決定されました。

助成対象先 事業の概要と評価のポイント

北信州森林組合
（長野県）

対象地面積 388ha

事業名： デジタル森林管理 ～森林経営の再生を目指して～

当地域は、リゾート開発・構想があったものの、その後の撤退により、整備が放
棄された荒廃森林が多く存在し、また、境界不明の集落林も多く、交通の便の
良さもあり、ごみの不法投棄等の新たな問題も発生している。
当事業では，放棄された森林を、もう一度、地域の管理下に取り戻すため、境
界明確化、資源量調査を実施し、そこで得られたデータをGISでデジタル管理
し、森林整備（ハード）事業に結びつけることで、地域森林の持続的利用モデ
ルの構築を目指すという取組みが評価された。

（平成23年3月3日、農林中金プレスリリース抜粋）

○北信州森林組合の事業については、森林の境界調査及び資源量調査を行い、そのデータを森林GISの中でデ
ジタル管理し、将来の森林整備に結び付け、地域森林の持続的利用モデルの構築を目指すことが先進的で
あるとして評価されました。

　　　　　　　　　　今回の号では、この農林中金の助成事業について、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 組合員の皆様にご紹介いたします。
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家庭ゴミの不法投棄 ロープウェイ跡地 集落跡地

団地地内の状況

本事業の団地を紹介します。

区域面積 所有者数 進捗状況（11 月末）

118ha 41 名

境界立会終了

境界測量終了

林層区割終了

区域面積 所有者数 進捗状況（11 月末）

126ha 67 名

境界立会終了

境界測量終了

林層区割終了

資源量調査終了

データ整理中

区域面積 所有者数 進捗状況（11 月末）

144ha 129 名
境界立会終了

境界測量中
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（田上公会堂）

（計見山団地：立会集合）

（デジタルコンパスによる路線測量）

（上条研修センター）

（上条団地：境界立会・杭打ち）

（ＧＰＳ基準点取得）

この事業で行って
いることを簡単に
説明します。
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デジタル機器での測量で、
座標値でデータを管理する
ことができます。



６７

等高線と測量実測を重ねた図面です。（所有界と地形の判別ができます。）

所有者（画地）毎にＧＩＳデータを構築します。

※所有界や樹種、座標、面積などの情報をGISの中で管理します。

測量したデータ
を森林GISに取
込みこのような
図面などができ
ます。
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空中写真の活用も行います。（所有界と空中写真上の林層とを照合します。）

森林GISには空中
写真も入っています。
このように空中写真
上に図化することも
できます。
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現在は4セット（右写真）所持して

おり、資源調査ではさらにＰＤＡ・

デジタルコンパスを4セット使用

していて、このすべての機械が現

在フル活動している状況です。

OK!

将来、境界杭がなく
なってもGPSで座
標を測定して復元す
ることができます。
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データの一元管理
（所有界と一致した資源調査）

測量ソフトとエクセルファイルを連動し、ＧＩＳデータの一元化に成功しました。

資源調査結果
本数密度・樹高・胸高直径などの
調査を実施。

選択した図をク
リックすると、下
のエクセルも連動
して表示します。
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補助金の制度が大きく変わりました！ トピックス

【補助対象者】
・森林施業計画の認定を受けた者
・市長村長と協定を締結した者
・特定間伐等促進計画の実施主体
・公的森林整備の実施主体

【補助対象者】
・森林施業計画の認定を受けた者（H24まで）
・集約化実施計画の実施主体（H24まで）
・特定間伐等促進計画の実施主体（H24まで）
・森林経営計画策定者

○これまでは、森林組合が管内市町村の特定間伐
等促進計画の実施主体でしたので、森林組合と
委託契約をすることで、0.1ha以上の面積があ
れば補助が受けられました。
○今後は5ヵ年の森林経営計画を策定しなければ
補助の対象となりません。
○個人では100ha以上の所有者以外は、単独では
できません。
○このようなことから、森林組合が皆様と5ヵ年
の森林経営委託契約を締結して、経営計画を策
定することになります。
○間伐については切り捨てだけの間伐は補助対象
になりません。
○間伐以外の施業についても経営計画の中で計画
しなければ補助を受けられません。

○森林で伐採（間伐も含む）を行う前には
伐採届を市町村に提出しなければなり
ません。

○人工林の伐採届には造林の方法等と時
期を記載し、必ず森林所有者の記名押印
が必要になります。

○伐採後２年以内に造林を行わなければな
りません。

○造林をしない場合には市町村長から造
林命令が出されます。

○従わない場合には30万円以下の罰金が
処せられることがあります。

伐採届に関しての罰則規定はありますが、これ
まで適用になった例はあまりありません。
しかし、伐採届を出して伐採することが、合法木
材の証明とされているため、造林されなかった場
合には合法性が損なわれることになります。
それにより、その木材を使用することで補助金
を受けた施設において、補助金返還等の措置が行
われることも想像できます。
そうした場合に、造林しなかった森林所有者に
対して損害賠償請求が発生する可能性も考えられ
ます。

〈属地的計画〉
面的なまとまりをもった30ha 以上の森
林で５ヵ年以上の経営計画を策定した者

〈属人的計画〉
100ha 以上を所有する森林所有者につ
いて特例で認められた計画

※どの要件においても間伐の補助につい
ては、下記の２項目が必須になります。
　○実施面積５ha以上
　○搬出材積10㎥/ha以上

個々の森林施業に対して網羅的に助成していま
した。

面的なまとまりをもって持続的な森林経営を
実施する者に（経営計画の作成者）対して助成
します。

森
林
法
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

森
林
法
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

伐
採
届
と
再
造
林
に
つ
い
て

伐
採
届
と
再
造
林
に
つ
い
て

森林GISで決定した調査地の位置
情報を、計画図上に示してPDAに
転送します。
PDAを現場に持っていき、PDAの
情報と現地の林層等から判断し
て、調査地を最終決定し、現地調査
を行います。

ＧＰＳ受信機、PDA(携帯端末)
デジタルコンパス、反射材を
使って行います。

本事業では、PDAの代用として、スマートフォンを導入しま
した。
GISソフトを入れて使用しています。
GPSをつないで林内でも高精度の位置情報を確認できます。
これにより効率良く山林所有界の推測調査ができました。
また、担当者間で位置情報をメールで送信できます。
もちろん電話としても利用できます。
集約化業務で、たいへん活躍しています。

デジタルコンパスを用いて、
幹距法によるプロット測定
を行います。中心木に反射材
を巻いて、逆向きの放射測量
を行います。

『小型GPS（右写真）』
ヘルメットの中にも装着で
きます。（約３０ｇ） 

周囲6本の木と中心木と
の方位、距離を測定しま
す。そのほか樹高、胸高径
を測定します。

森林資源量調査の方法です。
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材の証明とされているため、造林されなかった場
合には合法性が損なわれることになります。
それにより、その木材を使用することで補助金
を受けた施設において、補助金返還等の措置が行
われることも想像できます。
そうした場合に、造林しなかった森林所有者に
対して損害賠償請求が発生する可能性も考えられ
ます。

〈属地的計画〉
面的なまとまりをもった30ha 以上の森
林で５ヵ年以上の経営計画を策定した者

〈属人的計画〉
100ha 以上を所有する森林所有者につ
いて特例で認められた計画

※どの要件においても間伐の補助につい
ては、下記の２項目が必須になります。
　○実施面積５ha以上
　○搬出材積10㎥/ha以上

個々の森林施業に対して網羅的に助成していま
した。

面的なまとまりをもって持続的な森林経営を
実施する者に（経営計画の作成者）対して助成
します。

森
林
法
が
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正
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れ
ま
し
た
。

森
林
法
が
改
正
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れ
ま
し
た
。
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森林GISで決定した調査地の位置
情報を、計画図上に示してPDAに
転送します。
PDAを現場に持っていき、PDAの
情報と現地の林層等から判断し
て、調査地を最終決定し、現地調査
を行います。

ＧＰＳ受信機、PDA(携帯端末)
デジタルコンパス、反射材を
使って行います。

本事業では、PDAの代用として、スマートフォンを導入しま
した。
GISソフトを入れて使用しています。
GPSをつないで林内でも高精度の位置情報を確認できます。
これにより効率良く山林所有界の推測調査ができました。
また、担当者間で位置情報をメールで送信できます。
もちろん電話としても利用できます。
集約化業務で、たいへん活躍しています。

デジタルコンパスを用いて、
幹距法によるプロット測定
を行います。中心木に反射材
を巻いて、逆向きの放射測量
を行います。

『小型GPS（右写真）』
ヘルメットの中にも装着で
きます。（約３０ｇ） 

周囲6本の木と中心木と
の方位、距離を測定しま
す。そのほか樹高、胸高径
を測定します。

森林資源量調査の方法です。



　2012年、今年からいよいよ森林経営計画が始ま
ります。国で法改正までして作った制度ですが、個々
人では助成が受けられなくなってしまいました。皆さ
んの受け皿として森林組合は、ますます頑張ってい
かなければなりません。
　また、そのための情報を広報誌「むささび」を通
じて、お知らせしてまいります。
　皆さんの重要な情報源として、紙面の充実を図っ
てまいります。

編集後記むささび第15号　　編集・発行　北信州森林組合

お知らせ

スギ間伐材コンポスト

本所・中野支所 〒383-0061 中野市大字壁田938番地1
 TEL 0269-38-0371(代) FAX 0269-23-5350
飯山支所 〒389-2255　 飯山市大字静間383番地14
 TEL 0269-62-8111 FAX 0269-62-8111
山ノ内支所 〒381-0405 山ノ内町大字夜間瀬6819-1
 TEL 0269-33-8665 FAX 0269-33-8678
木島平支所 〒389-2302 木島平村大字往郷973-1
 TEL 0269-82-3123 FAX 0269-82-3123
野沢温泉支所 〒389-2592　野沢温泉村大字豊郷9817
 TEL 0269-67-0454 FAX 0269-85-3803
豊田事業所 〒389-2192　中野市大字豊津2508
 TEL 0269-38-3111 FAX 0269-38-2774
ねんりん 〒389-2613　野沢温泉村大字虫生2383-1
 TEL 0269-85-4441 FAX 0269-85-4441 

森林境界明確化事業について
○森林整備加速化・林業再生基金が平成27年度まで延長されることになりました。
○基金事業の森林境界明確化について森林経営計画とセットで実施してまいります。
○北信州森林組合では１団地100ha以上規模として進めています。
○森林所有者との５ヵ年以上の委託契約の締結が必要になります。
○森林境界明確化を希望される地区がありましたら地区として業務課にご相談くだ
さい。

立木売買について
○組合員でも立木売買については素材生産業者に販売されることが多いようです。
○高性能林業機械を保有している森林組合の生産コストは業者よりも低くなってい
ます。
○立木売買で素材生産業者に見積りをさせる際は森林組合にもご相談ください。
○再造林についても制度説明をさせていただきます。
○丸太販売の市場手数料も、契約販売での価格も、取扱い量の多い森林組合は有利
です。

スギ間伐材でコンポスト（生ゴミ処理容器）を製
作しました。
本所の玄関で実演展示しています。
基材はJAで販売している「自然の恵み」を使用
します。
１基の価格は10,500円（税込、基材別途）です。
市町村で購入費助成金制度があります。
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